










Report on February 8, 2013. And  the Cabinet of  the Government of  Japan 
decided  to approve  the Policy on Electricity System Reform based  the above 
report, on April 2, 2013.





















































































































































































































































































































  2015年    広域での電力需給調整
  2016年    電力小売全面自由化































































































































































































































































































































































































































日本 米国 フランス 韓国 中国
25.6％ 21.4％ 22.7％ 23.6％ 21.4％
　（注）　需要端ベース（発電ロスを含まない最終消費ベース）
　資料：エネルギー経済統計要覧
　これからは，エネルギー消費者が今まで以上に自由にエネルギーを選択
し，場合によっては脱電力をはかり，省エネルギーを進め，環境制約を緩和
することが重要となる。
　このためには，電力市場だけを特別扱いしないことが求められる。この観
点からは多様な最終エネルギー供給（とくに，電力，都市ガス，石油製品）
を消費者が公平に選択できる機会の平等が大切なこととなる。最終エネル
ギー種間が公平に競争できる状態を整備する必要がある。自由化の平等な進
展をはかるための制度面の整備とともに，ネットワーク整備状況を揃えるこ
とが求められる。とくに，国際的ガスパイプラインとの接続構想からも取り
沙汰されていることから，都市部中心に整備されているガス配管ネットワー
クを全国レベルへ拡張する問題が電力自由化に後押しされて浮上する。
　また，エネルギーの小売における制度について，最終エネルギー種間の格
差是正も各エネルギー小売の消費者が機会の平等を得る観点から大切な課題
である。
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　エネルギー価格については，最終エネルギー種間，地域間のそれぞれの格
差解決の総合性が求められる。様々な格差がならされて，はじめて，最終エ
ネルギーの消費者は自由なエネルギー選択ができる。
　見方を変えると，他のエネルギーによって電力問題の解決を探る可能性を
求めるべきだと言える。
（4）公平性と消費者保護
　自由化の進展が競争を生むと，市場のプレーヤーにとって勝ち負けがはっ
きりしてくる。経済的メリットを受ける人もいれば，逆にエネルギーを今ま
で以上に高く買わざるを得ない人も現れる。とくに，最終エネルギ （ー電力）
消費者にとっての勝ち負け，結果によって平等が損なわれることをどのよう
に考えるべきか，あらかじめ検討しておくべき重要な課題である。
　20世紀末の世界各国における電力小売市場自由化の結果は，この課題に
対する正しい答を必ずしも見い出していない。結局，電力多消費の消費者が
規模の経済性を発揮し，勝ち組みとなる傾向がみうけられる。
　家庭用電力消費者同士の競争ならまだしも，家庭用電力消費者と業務用電
力消費者が裸で競争すれば，その勝ち負けは勝負をする前から明らかであ
る。
　公平性の確保の観点から，消費者保護の仕組みが大切である。ユニバーサ
ルサービスなど機会の平等を狙う検討も一つの解決策である。
　あわせて，前項で指摘したように，最終エネルギー種間，地域間格差の是
正のためには，自由化により競争を活かした上に，政策支援し，供給者が受
けられる機会を平等に増やす市場補正も必要となる。福祉型電気料金など従
来の電力政策を越えて保護する仕組みも求められる。
　とくに，エネルギーのコストは輸送距離に強い制約を受けることから，こ
のような政策支援も加味し，エネルギー輸送ネットワークの強化の重要性が
改めて理解できる。
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　この場合，輸送技術に依存するか，消費者を移動させ，需要パターンを変
化させる地域政策に依存すべきか，十分な議論，検討が必要である。
　同時に，この輸送ネットワークをコモンキャリアとして，電力供給者に対
しても，既市場参入者（Incumbent）ばかりでなく，Entrantも平等にアク
セスし，使える供給サイドの公平な規制の重要性も理解できる。
　この場合，消費者サイドから見たメリットを確実に保証する仕組みが必要
である。
　なお，同時同量が要求される電力系統に関しては，供給の安定性確保と効
率かつ公平の確保の同時実現は難しいが，これから7年先までの期間を考え
ると，電力貯蔵を組み込む輸送システムを視野に入れた自由化論議をすべき
時期が来ていると考える。
　電力市場に関する様々な公平性の確保の視点をふまえ，第三者機関など市
場でのプレーヤーを監視する立場に立つアンパイアが望まれているが，コモ
ンキャリアの主体は公であるべきか，私であるべきかの国営，民営の論議に
加えてより公正さをえることも同時に行い，発送電分離の効果を引き出すべ
きである。1990年代の自由化論議では，流通は自由化の対象ではないとい
う観点から送電の中立性確保が発送電分離をめぐる具体的なテーマであっ
た。
　アンパイアについては，需給の接点のみならず，供給サイド，需要サイド，
あるいは技術，市場のそれぞれのアンパイアが必要であり，最終的にこれら
のアンパイアの調整役はだれであるかについても検討を詰めることが重要な
こととなる。
（5）時間の概念
　同時同量を求める電力需給市場では，多数のプレーヤーを迎えて，リアル
タイム価格を共通の価格として調整電力入札制度と差分概算制度を活用する
リアルタイム市場が選定されている。託送の公平性についても取引量の予測
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が立ちにくいところに難しさがある。
　同時同量を量的に実現する時間帯と金銭の取り引きを行う時間帯を分離す
る考え方をベースとし，金銭の取引きについての時間上の柔軟性を活かすこ
とが重要である。
　電力先物取引きの普及，プリペイドカードによる前払方法の他に，現在の
後払い電気料金徴収の慣行を活かし，省エネ，環境負荷軽減等政策を反映す
る条項により，実支払額の調整を可能とする配慮も有効ではないかと考えら
れる。
　今般の電力改革案では，この点からの提案が多くなされている。
　さらに，原子力発電事故対応など電力市場が負担すべき費用は増してい
る。自由な需給取り引きとは別に，この増大する費用の負担を長期の時間帯
でならす工夫が政策の次元から考えなければならない。需要が成長する時期
にはインフラ投資額の負担が自由化を妨げたが，現在では新たな費用負担に
ついていつ負担するのかの時間を考えながら取り引きの自由を確保すること
が求められている。また，長期間の時間の中での費用負担を考えるとともに，
スポットな時期での価格（料金）の上限をおさえ，価格の安定化についてつ
とめることも，公益事業としての性格上，あるいは政策サイドから，配慮す
べきである。
　わが国では，発電所の経済性は長期で判断し，電気料金の算定は1，2年と
いう短期の期間を対象としてきた。時期の調整は，古くて新しい課題である。
（6）電力市場のEntrant
　今般の電力改革案が実現すれば，多くの新しい電気事業者，Entrantが生
まれる。電力市場にEntrantが増えれば，競争原理が働き，自由化の効果が
高まると期待されているが，市場経済の経験からすれば，競争の行き着く先
は，リスクシェアの観点も含めた事業者の淘汰が行き着く寡占が考えられる。
　競争の進展とともに，健全な競争の確保，独占禁止に向けた規制の整備が
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求められる。また，市場競争と表裏の関係で技術の安全，安定性確保へ受け
た整備も重要である。この点については，重電産業など電力インフラを支え
る技術構造及び運営と技術運用の連携に着眼すべきである。
　現行の地域独占の一般電気事業者が競争下で淘汰されることが今般の電力
改革では話題となっている。この話題は1990年代の電力改革ではタブー視
されていたことを思い出せば，改革への期待がふくらむ。
　改めて，Incumbentの電力会社が電力市場においてどのような役割を果
すべきか，あるいは規模の経済性と同時に発生する問題に配慮した供給区域
の範囲決めについて，その立ち位置について様々な視点から再検討する必要
がある。
（7）第三の市場
　電力に係わる市場には，下流サイドの最終電力消費者に電力を供給する
（電力会社が供給者となる）電力小売り市場と最終電力消費者に電力を供給
するために，電力会社が需要者となり，電力に変換する一次エネルギー資源
など，あるいは他の電力会社が発電した電力を調達する上流サイドのエネル
ギー資源・発電市場がある。
　すでに，90年代から電力卸市場である後者の市場について，わが国では
自由化が始まり，一方，前者についても家庭用電力消費者向けを除いて自由
化が始まっていた。
　今般の電力改革は，家庭用電力消費者も対象とする電力小売り市場の完全
自由化が目玉となるが，今まで述べてきたように電力消費者の保護の観点か
らは，電力消費者同士が連携し，規模の経済性を生み出し，共同でリスクへ
対処し，市場の競争力を発揮できるような第三の市場の整備も検討課題であ
る。このような整備による需要者の地ならしが結果の平等につながる。
　完全電力小売り自由化を実現した国々では，アグリゲーター，協同組合の
ように電力消費者を束ねて，規模の経済性をもって電力小売供給者への交渉
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力を強め，リスクの削減をはかっている例をよくみる。
　もっとも，この第三の市場も独占化に進む危険性をはらんでいるので監視
が必要である。
　この第三の市場に，どのようにスマートグリッドがからんでくるのか注目
される。第三の市場の整備は，スマートグリッドが普及するための一つの鍵
であると考えることもできる。第三の市場におけるこのバインダーは電力市
場に対して，積極的に意志表示し，電力小売り事業者との均衡関係を維持す
ることが求められる。また，バインダーの生き残りは，電力供給の他に，ど
のようなサービスの付加を求めるかによって決まってくると考えられる。電
力は見えないものであり，利用時間によって多様化する料金メニューの登場
はますます消費者にとっての経済性を迷わせる。安価なサプライヤーの見定
めが難しい。電力小売りとはあくまでサービスの提供であるために，サプラ
イヤーのブランドで選択するか，電力供給サービスにプラスされる付加価値
を頼りに選択するかである。
（8）Entrantとしての地方自治体
　電力市場へのEntrantは一体，だれか，地方自治体はその有力な候補と考
えられる。前述の第三の市場におけるバインダーの役割も十分に期待できる。
　とくに，スマートグリッドの普及を視野にいれると，プライバシーの情報
の扱いに公的な公正さの登場が期待され，地方自治体の存在がクローズアッ
プされる。
　これまで，地方自治体には，ローカルエネルギー導入など分散型エネル
ギー供給の担い手となることが期待されていたが，単なるエネルギー企業の
刺激剤にすぎなかった。自由化される電力市場では，新たな電力供給者にな
れる可能性が十分にある。
　ただし，注意すべきことは，技術との関係である。専門の技術と事業経営
の分離を進めることが地方自治体が電力市場に登場するための近道である。
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　また，電力だけではなく，様々なエネルギーを冷静に並べ，エネルギー利
用の適正化をはかれる立場に地方自治体はあり，需要の総合管理を行い，総
合エネルギー効率を高めることが地域の発展を導くため有力な手段であるこ
と，あるいは，ローカルエネルギーを利用することにより，農林水産業へ与
える影響を管理すること，廃棄物処理の視点とエネルギー需給の視点の整合
をとることも地方自治体以外に適切な当事者はいないと思われる由縁である。
（9）環境とエネルギーの調和
　電力自由化を進めるこの先7年間だけでも，環境制約はますます厳しくな
ると考えられる。自由化のなかで，環境制約への対応の管理は益々強まるも
のと考えたい。
　その対応は，温室効果ガス排出権取り引き，RPS制度のように，エネルギー
供給のプラスの市場と環境負荷削減のマイナス（費用分担）市場のバランス
をとりながら，切り離しそれぞれが独自の市場経済機能を発揮する環境対策
の経済的手段が効果的であり，長期的な持続発展につながると考えられる。
環境対策の経済的手段は市場メカニズムを活用するために，自由化との相互
性が維持できる。
（10）原子力発電
　原子力発電の事故対策及び安全確保，及び使用済み核燃料の処分，再利用
問題の解決を自由化される電力にどのように組み込むのかの議論は必須であ
る。原子力発電を活用するか否かの議論とは別に，安全性の確保を含めて発
生する費用のリカバリーは避けることのできない課題であり，この課題への
取り組みは緊急であり，重要性が高い。
　また，原子力発電の費用便益分析は，単に，エネルギー面だけではなく，
核不拡散のための抑止力としての便益も考慮しなければならない。事故から
発生する諸問題は世界の中でわが国だけの問題であり，わが国だけが解決し
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なければならない主体である。世界の趨勢に合わせることが重要であるが，
わが国独自で解決の道を探さなければならない。
　一方で自由化を進めながら，世界の趨勢に追いつき，このことに処する現
実は大変に難しい。また，その重荷を考えると，原子力の国有化を電力市場
自由化と合わせて議論しなければ，電力自由化の見通しは極めて不透明に
なってしまうことを懸念する。
　本稿は，人間文化研究機構現代中国地域研究愛知大学連携拠点経済環境班
及び愛知大学国際問題研究所共同研究プロジェクト「中韓日のエネルギー政
策の調査研究」の成果の一部である。
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